
（様式第１号） 

やまなし創⽣官⺠連携空き家活⽤事業認定申請書 

（第⼀⾯） 
 やまなし創⽣官⺠連携空き家活⽤事業認定要綱第４条の規定により、事業の認定を申請します。 
 この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。 

年  ⽉  ⽇ 
⼭梨県知事  殿 
 

申請者 商 号 ⼜ は 名 称   
 ⽒ 名  印 
 ( 法 ⼈ で あ る 場 合 に お い て は 、 代 表 者 の ⽒ 名 )  
 電 話 番 号   

 
◎法⼈・個⼈の別 

 １．法⼈ 
 ２．個⼈ 

 
◎商号、名称⼜は⽒名及び住所 

法 ⼈ 番 号                   

フ リ ガ ナ 
                  
                  

商 号 、 名 称                   
⼜ は ⽒ 名                   
郵 便 番 号    −               

                   
住 所                   

                   
※網掛けは、認定時の公表項⽬となります。 
 
◎代表者⼜は個⼈に関する事項 

フ リ ガ ナ                   
⽒ 名                   
⽣ 年 ⽉ ⽇    年   ⽉   ⽇         
性 別 □ 男性 □ ⼥性             

※網掛けは、認定時の公表項⽬となります。 
  



（第⼆⾯） 
◎法定代理⼈に関する事項 

法 ⼈ 番 号                   

フ リ ガ ナ 
                  
                  

商 号 、 名 称                   
⼜ は ⽒ 名                   
郵 便 番 号    −               

                   
住 所                   

                   
⽣ 年 ⽉ ⽇    年   ⽉   ⽇         
性 別 □ 男性 □ ⼥性             

※網掛けは、認定時の公表項⽬となります。 
 
◎法定代理⼈（法⼈である場合）の代表者に関する事項 

フ リ ガ ナ                   
⽒ 名                   
⽣ 年 ⽉ ⽇    年   ⽉   ⽇         
性 別 □ 男性 □ ⼥性             

※網掛けは、認定時の公表項⽬となります。 
 
◎法定代理⼈（法⼈である場合）の役員に関する事項 

フ リ ガ ナ                   
⽒ 名                   
⽣ 年 ⽉ ⽇    年   ⽉   ⽇         
性 別 □ 男性 □ ⼥性             

 
フ リ ガ ナ                   
⽒ 名                   
⽣ 年 ⽉ ⽇    年   ⽉   ⽇         
性 別 □ 男性 □ ⼥性             

※網掛けは、認定時の公表項⽬となります。 
  



（第三⾯） 
◎（法⼈である場合）役員に関する事項 

フ リ ガ ナ                   
⽒ 名                   
⽣ 年 ⽉ ⽇    年   ⽉   ⽇         
性 別 □ 男性 □ ⼥性             

 
フ リ ガ ナ                   
⽒ 名                   
⽣ 年 ⽉ ⽇    年   ⽉   ⽇         
性 別 □ 男性 □ ⼥性             

 
フ リ ガ ナ                   
⽒ 名                   
⽣ 年 ⽉ ⽇    年   ⽉   ⽇         
性 別 □ 男性 □ ⼥性             

 
フ リ ガ ナ                   
⽒ 名                   
⽣ 年 ⽉ ⽇    年   ⽉   ⽇         
性 別 □ 男性 □ ⼥性             

 
フ リ ガ ナ                   
⽒ 名                   
⽣ 年 ⽉ ⽇    年   ⽉   ⽇         
性 別 □ 男性 □ ⼥性             

 
フ リ ガ ナ                   
⽒ 名                   
⽣ 年 ⽉ ⽇    年   ⽉   ⽇         
性 別 □ 男性 □ ⼥性             

※網掛けは、認定時の公表項⽬となります。 
  



（第四⾯） 
◎営業所⼜は事務所に関する事項 

営 業 所 ⼜ は 事 務 所 
 １．主たる営業所⼜は事務所 ２．従たる営業所⼜は事務所 

の 別 
営 業 所 ⼜ は 事 務 所                 
の 名 称                 
郵 便 番 号    −             

所 在 地 
                
                

電 話 番 号                 
 

営 業 所 ⼜ は 事 務 所 
 １．主たる営業所⼜は事務所 ２．従たる営業所⼜は事務所 

の 別 
営 業 所 ⼜ は 事 務 所                 
の 名 称                 
郵 便 番 号    −             

所 在 地 
                
                

電 話 番 号                 
 

営 業 所 ⼜ は 事 務 所 
 １．主たる営業所⼜は事務所 ２．従たる営業所⼜は事務所 

の 別 
営 業 所 ⼜ は 事 務 所                 
の 名 称                 
郵 便 番 号    −             

所 在 地 
                
                

電 話 番 号                 
※網掛けは、認定時の公表項⽬となります。 
  



（第五⾯） 
◎既に有している免許⼜は登録 

業の種類 免許等の番号 免許等の年⽉⽇ 

   

   

   

   

   

   

   

  



（様式第１号の２） 
やまなし創⽣官⺠連携空き家活⽤事業 

事業説明書 
事業名称 
 

 

事業の概要 
（150 字程度） 
 
※認定時の公表項⽬とな
ります。 

 

事業を実施する 
県内の想定区域 

 

空き家を活⽤する 
⾒込み件数（３年以内） 

 

空き家情報の提供を 
受ける⽅法 
 

 

事業内容詳細 
 
 
 

 

事業における地域の課題
解決や地域の活性化等に
資する内容 
 

 

過去の事業実績 
 
 
 

 

組織体制・⼈員 
 
 
 

 

備考 
 
 

 

※各項⽬において各欄に記載しきれない場合は、別葉とし、各欄には資料番号等を記載すること。 
  



（様式第１号の３） 
やまなし創⽣官⺠連携空き家活⽤事業 

財産に関する調書 
年  ⽉  ⽇現在 

資 産 価 格 摘 要 
 
資  産 
 

現 ⾦ 預 ⾦ 
有 価 証 券 
未 収 ⼊ ⾦ 
⼟ 地 
建 物 
備 品 
権 利 
そ の 他 

計 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
負  債 
 

借 ⼊ ⾦ 
未 払 ⾦ 
預 り ⾦ 
前 受 ⾦ 
そ の 他 

計 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 
備考 
この調書は、申請者が個⼈である場合のみ、記⼊すること。 
「権利」とは、営業権、地上権、電話加⼊権その他の無形固定資産をいう。 
時価で記⼊すること。 
  



（様式第１号の４） 
やまなし創⽣官⺠連携空き家活⽤事業 

体制整備に関する調書 
事業の実施に必要な資格
等 
 
 

 

⼭梨県内における事業担
当者等 
 

担当営業所⼜は事務所
の名称 

 

担当者の職・⽒名 
 

 

担当者連絡先  
苦情等対応における⼈員
体制 
 
 
 
 
 

 

個⼈情報の取扱体制 
 
※市町村等から提供され
る個⼈情報の取扱に関す
ること。 
 
 

 

地域活性化等施設ごとの
管理体制 
 
 
 

 

備考 
 
 
 

 

 
  



（様式第１号の５） 

誓    約    書 
 
 

私は、下記の事項について誓約します。 
なお、県が必要な場合には、⼭梨県警察本部に照会することについて承諾します。 
また、照会で確認された情報は、今後、私が県と⾏う他の契約等における⾝分確認に利⽤するこ

とに同意します。 
 

記 
 
１ ⾃⼰⼜は⾃社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。 

（１） 暴⼒団（暴⼒団員による不当な⾏為の防⽌等に関する法律（平成３年法律第７７号）第
２条第２号に規定する暴⼒団をいう。以下同じ。） 

（２） 暴⼒団員（同法第２条第６号に規定する暴⼒団員をいう。以下同じ。） 
（３） ⾃⼰、⾃社若しくは第三者の不正の利益を図る⽬的⼜は第三者に損害を加える⽬的を

もって、暴⼒団⼜は暴⼒団員を利⽤している者 
（４） 暴⼒団⼜は暴⼒団員に対して資⾦等を供給し、⼜は便宜を供与するなど、直接的若しく

は積極的に暴⼒団の維持・運営に協⼒し、⼜は関与している者 
（５） 暴⼒団⼜は暴⼒団員と社会的に⾮難されるべき関係を有している者 
（６） 下請契約⼜は資材、原材料の購⼊契約その他の契約に当たり、その相⼿⽅が上記（１）

から（５）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結している
者 

２ １の（２）から（６）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法⼈その他の団体⼜
は個⼈ではありません。 

 
  年  ⽉  ⽇ 

 
 ⼭梨県知事 様 

〔法⼈、団体にあっては営業所⼜は事務所の所在地〕 
住  所   

〔法⼈、団体にあっては法⼈・団体名、代表者名〕 
（ふりがな）  

⽒  名                                      ㊞  
⽣年⽉⽇（明治・⼤正・昭和・平成）  年  ⽉  ⽇ 
性  別   

  



（様式第２号） 
第     号 
年  ⽉  ⽇ 

 
 殿 

 
⼭梨県知事  〇 〇  〇 〇  印 

 

やまなし創⽣官⺠連携空き家活⽤事業認定通知書 

 
    年  ⽉  ⽇付けで申請があったやまなし創⽣官⺠連携空き家活⽤事業の認定につい
ては、やまなし創⽣官⺠連携空き家活⽤事業認定要綱第５条第１項の規定により、下記のとおり
認定したので、通知する。 
 

記 
 

認定⽇ 年  ⽉  ⽇ 

認定事業の名称  

認定事業者の商号、名称⼜は⽒名  

認定事業者が法⼈である場合の 
役員の⽒名 

 

認定事業に係る営業所⼜は事務所の
名称及び所在地 

名 称： 
所在地： 

認定事業の概要  

 
以上 

  



（様式第３号） 
第     号 
年  ⽉  ⽇ 

 
 殿 

⼭梨県知事  〇 〇  〇 〇  印 
 

やまなし創⽣官⺠連携空き家活⽤事業として認定しない旨の通知書 

    年  ⽉  ⽇付けで申請があったやまなし創⽣官⺠連携空き家活⽤事業の認定につい
ては、やまなし創⽣官⺠連携空き家活⽤事業認定要綱第５条第３項の規定により、下記のとおり
認定しないこととしたので、通知する。 
 

記 

申請者の商号、名称⼜は⽒名  

認定しない理由  

 
教⽰ 
1. この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った⽇の翌⽇から起算して

３か⽉以内に、⼭梨県知事に対して審査請求することができます。 
2. この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った⽇の翌⽇か

ら起算して６か⽉以内に、⼭梨県を被告として（訴訟において⼭梨県を代表する者は⼭梨県
知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審査請
求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知っ
た⽇の翌⽇から起算して６か⽉以内に提起することができます。 

3. ３ ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請
求に対する裁決）があった⽇の翌⽇から起算して１年を経過した場合は、審査請求をするこ
とや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるとき
は、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があっ
た⽇の翌⽇から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの
訴えを提起することが認められる場合があります。 

 
⼭梨県 県⼟整備部 住宅対策室 
電話 ０５５−２２３−１７３１ 

  



（様式第４号） 
年  ⽉  ⽇ 

⼭梨県知事  殿 
 

届出者 商 号 ⼜ は 名 称   
 ⽒ 名  印 
 ( 法 ⼈ で あ る 場 合 に お い て は 、 代 表 者 の ⽒ 名 )  
 電 話 番 号   

 

やまなし創⽣官⺠連携空き家活⽤事業認定事項変更等届出書 

    年  ⽉  ⽇付け  第  号で通知のあったやまなし創⽣官⺠連携空き家活⽤事業
の認定について、下記のとおり変更したので、やまなし創⽣官⺠連携空き家活⽤事業認定要綱第
９条の規定により、関係書類を添えて提出します。 
 

記 
◎ やまなし創⽣官⺠連携空き家活⽤事業認定要綱第７条第⼆号から第五号までに掲げる事項を

変更する場合 

 変更前 変更後 

認定事業者の商号、名称
⼜は⽒名 

  

認定事業者が法⼈である
場合の役員の⽒名 

  

認定事業に係る営業所⼜
は事務所の名称及び所在
地 

名 称： 
所在地： 

名 称： 
所在地： 

※変更のある事項の欄のみ記⼊し、変更の事実を証明する関係書類を提出すること。 
 
◎ 認定事業を中⽌し、⼜は廃⽌する場合 

□ 中⽌する 
□ 廃⽌する 
※中⽌し、⼜は廃⽌する場合の理由 

 

以上 


